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大中型まき網漁業（九州西～日本海）におけるクロマグロの漁獲管理体制 

対象 開始年 内容 海域 期間 管理主体 

未成魚 
（30ｋｇ未満） Ｈ23～ 総量規制 

九州海域 周年 日本遠洋旋網漁協 

日本海 周年 日本海大中型まき網漁業者協議会 

成 魚 
（30㎏以上） Ｈ23～ 

産卵期 
総量規制 

日本海 6～8月 日本海大中型まき網漁業者協議会 

（２）漁獲量管理方法 

漁業者 
漁獲量報告（日報・仕切書添付） 

水揚日の翌日まで 

【 管 理 主 体 】 
 

総量管理 
 

報告値突合 
 

管理措置発動 

魚市場 水揚取扱量報告（月次・船別） 
管理主体・水産庁の双方へ 

（１）管理内容と管理主体 

水産庁 
九州漁業調整事務所 
境港漁業調整事務所 漁獲成績報告書（漁場・数量・水揚地等） 

ＪＡＦＩＣ 報 

告 

平成２６年現在 
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資源管理あり方検討会資料(長崎県・五島漁業協同組合） 
    

         
H26.5.20 第 3 回資源管理あり方検討会資料 

 
（ヨコワ漁の実情） 

           
・ 長崎県内のクロマグロ幼魚（ヨコワ）曳縄漁業は、対馬海域から五島列島北西・南西海域にかけて漁場が形成され、1990年代、 

 
五島海域だけでも数百隻の曳縄漁船により約 1,000 トンの水揚げあった。 

      
・ Ⅰ表に示すように、過去十数年で当漁協の漁船漁業の経営体は半減し、資源の減少、漁業者の高齢化により組合員の減少は加速している。 

・ 近年、養殖用種苗として、500g～2kg のヨコワが、五島海域では 8月～9月、対馬海域では 8月～11月頃まで曳縄漁によって採捕される。 

 
五島海域における鮮魚出荷としてのヨコワ漁の漁期は、Ⅱ表に示すように 12月～６月となっているが、盛漁期は 1月～3月である。 

 
  （対馬海域では 10月～1 月が盛漁期） 

         

 
（規制の影響） 

            
・ 12 月～3月の期間に年間水揚の半分以上を水揚し、曳縄漁業への依存度が高い漁業者も多い。今回の漁獲制限は漁業者の減収となり、 

 
離職が進み、また、新規漁業就業者が、比較的着業しやすい曳縄漁業が制限されることで、後継者不足による組合員の減少が加速し、 

 
離島の漁業集落は存続さえ懸念される。 

          
・ 離島、特に五島海域のヨコワ曳縄漁船は、沖合 50～60海里沖合まで出漁することも多く、これまで境界海域の監視機能も果たしてきたが、 

 
出漁漁船、出漁日数が減少することにより境界海域の監視機能も低下し、外国漁船の違法操業がますます激しくなるものと想定される。 

 
（意見・要望） 

            
・ 漁期年度設定、漁獲枠設定については、盛漁期への影響が最小限にとどまるよう配慮してほしい。 

    
・ 漁獲制限により減収となる部分について何らかの対策を検討していただきたい。 

      
・ ヨコワの漁獲量は Ⅰ表に示すように年変動が大きいため制限漁獲以下の漁獲量となった場合、獲り残し分を資源の大回遊があった 

 
時に漁獲できるよう考慮していただきたい。又は、漁獲制限枠を 2年、3年単位としてほしい。 

    
・ 鮮魚として商品価値の低い小型魚（2kg未満）については、制限漁獲量を有効に利用するために、全国的に漁獲禁止、販売禁止とし、 

 
ただし、養殖用種苗としての採捕は、対象外としていただきたい。 

       
・ モニタリングを漁協が行い漁獲調整をすることにより漁協への水揚が少なくなる懸念が出てくる。対策を講じてほしい。 

 
・ 将来の漁業資源を維持する目的の下、資源管理をすることについては零細漁業者も一緒に取り組まなければならないが、漁業者が減少 

 
しないよう、また、正直者がばかを見ないようなルール作り、漁業調整をお願いしたい。 
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漁獲数量　　金　額　 管内3～10ｔ 漁協総 養殖用 国内曳縄 国内巻網

（鮮魚）トン 　　（百万） 釣漁船数 水揚（百万） 種苗（尾） 漁獲量（トン）漁獲量（トン）

2000　（H12） 391 240 ３８０隻 3,710 5,217 16,486

2001　（H13） 327 258 370隻 3,484 3,466 7,620

2002　（H14） 153 116 373隻 2,068 2,607 8,903

2003　（H15） 138 82 345隻 2,346 2,060 5,768

2004　（H16） 210 115 326隻 2,731 2,445 8,257

2005　（H17） 114 63 313隻 2,631 3,633 12,817

2006　（H18） 46 31 313隻 2,920 1,860 8,880

2007　（H19） 361 281 336隻 2,832 2,823 6,840

2008　（H20） 235 170 272隻 2,246 2,377 10,221

2009　（H21） 220 174 264隻 2,072 2,003 8,077

2010　（H22） 134 107 201隻 1,974 1,583 3,742

2011　（H23） 136 104 189隻 2,000 12,806 1,820 8,340

2012　（H24） 23 19 184隻 1,854 1,638 570 2,462

2013　（H25） 168 128 180隻 2,068 8,504

Ⅱ表

　　　五島漁協H20・25年度月別水揚

H２０年度総水揚　235.8ｔ　（定置網水揚　３ｔ）

総水揚金額　　　170,206千円

H２５年度総水揚　168.0ｔ　（定置網水揚　５ｔ）

総水揚金額　　　128,390千円

Ⅰ表　　五島漁協　ヨコワ漁実績
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太平洋クロマグロの現状と

日本の資源管理について
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壱岐市勝本町漁協における現状壱岐市勝本町漁協における現状壱岐市勝本町漁協における現状壱岐市勝本町漁協における現状 資料１資料１資料１資料１

○○○○ 総漁獲量（単位：ｔ）総漁獲量（単位：ｔ）総漁獲量（単位：ｔ）総漁獲量（単位：ｔ） ○○○○ 未成魚（３０未成魚（３０未成魚（３０未成魚（３０Kg未満）（未満）（未満）（未満）（単位：ｔ）単位：ｔ）単位：ｔ）単位：ｔ）
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太平洋クロマグロの資源状況太平洋クロマグロの資源状況太平洋クロマグロの資源状況太平洋クロマグロの資源状況 資料２資料２資料２資料２

○親魚資源量○親魚資源量○親魚資源量○親魚資源量

○幼魚加入量○幼魚加入量○幼魚加入量○幼魚加入量
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太平洋クロマグロの仔稚魚分布調査太平洋クロマグロの仔稚魚分布調査太平洋クロマグロの仔稚魚分布調査太平洋クロマグロの仔稚魚分布調査 資料３資料３資料３資料３
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我が国における資源管理我が国における資源管理我が国における資源管理我が国における資源管理 資料４資料４資料４資料４
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長崎県におけるくろまぐろ漁業 

  １月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

ひき縄漁業                         

ひき縄漁業の操業パターン 

（３）延縄漁業 
 ・１２～５月にかけ、小型魚（3kg前後）から中型魚（10～    
  30kg） サイズを漁獲。 
 
（４）定置網漁業 
 ・１～３月にかけ、主に混獲として、3kg主体を漁獲。 

（１）ひき縄漁業 
 ・１０～４月にかけ、主に小型魚（2～4kg）サイズを漁獲。 
 ・近年は、クロマグロ養殖が盛んになったため、養殖用種苗として、 
  ５～１２月にかけ、1kg前後サイズを漁獲。 
 
（２）一本釣り漁業 
 ・８～３月にかけ、小型魚（3kg前後）から大型魚（50～100kg） 
 サイズを漁獲。 

くろまぐろを対象とした沿岸漁業 

くろまぐろの漁獲量の推移 

小型魚：2～4kg主体 
小型魚（養殖用種苗）：1kg主体 
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大中型まき網
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（単位：トン） 

（単位：トン） 

（出典：長崎農林水産統計年報） 

内訳 

  H19 
（2007） 

H20 
（2008） 

H21 
（2009） 

H22 
（2010） 

H23 
（2011） 

H24 
（2012） 

指定漁業 553  2,210  1,495  914  2,494  656  

（大中型まき網） 108  1,107  798  842  2,308  575  

ひき縄 1,028  1,837  2,135  1,144  1,575  653  

一本釣り 296  405  444  400  347  262  

延縄 169  148  243  103  105  27  

定置網 106  183  164  94  120  163  

その他 115  53  41  61  62  16  

長崎県計 2,267  4,836  4,522  2,716  4,703  1,777  

全国 15,374  20,501  17,524  10,353  15,488  8,549  

全国に占める割合 15% 24% 26% 26% 30% 21% 
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長崎県におけるくろまぐろ養殖業 

養殖漁場数、経営体数、従事者数 

養殖くろまぐろの生産量推移 

（単位：トン） 

（H２２までは長崎県、H２３～２５は水産庁調べ） 
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   Ｈ２５の出荷重量は約３千トンで、全国２位、出荷尾数で
は全国１位（６８千尾）となっている。 

 

 養殖漁場数    ： ６２ 

 経営体数      ： ４３ 

 従事者数（人） ： ２８０ 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

養殖用種苗を漁獲するひき縄漁船数 
    

約３５０隻 

（県内届出約１５００隻中） 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

（H２５） （H２４） 

天然種苗の活込み量推移 

（単位：千尾） 

（H２２までは長崎県、H２３～２５は水産庁調べ、県内外別は長崎県調べ） 

   Ｈ２５の天然種苗の活込み量は約１５３千尾（県内１０７千尾、
県外４６千尾）となっている。 

（単位：千尾） 

0

50

100

150

200

250

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

県外

県内

ryosuke_katsumata
タイプライターテキスト
10



今後の国の方向性 長崎県の意見 

●未成魚の漁獲量を2002-2004 
年平均実績からの半減 

●漁獲量モニタリングのシステム
の構築 

●漁獲量半減において、経済性を考慮し、小
型魚の重点的な保護が必要（養殖用種苗を除
く）。 
●漁獲制限又は抑制により生じる損失には対
応策が必要。 
●漁業実態に応じた漁期年の設定が必要。 
●漁業種類毎の漁獲実態に応じた管理手法
が必要。 
●沖合漁業（まき網）と沿岸漁業とが共存共栄
できるよう協調が必要。 
●沿岸漁業者の漁業種類毎の組織化（県レベ
ル等）が必要。 
●当面の取組年数の設定（３年間など）が必要。 

●漁業者・漁協の負担とならないような漁獲情
報の集約が必要。 
●漁業者・漁協の負担となる場合は、事務費
（人件費等）が必要。 
●漁協共販以外の漁獲の把握が必要。 
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